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要　旨
　本研究の目的は、海外経験のある青少年は、海外経験のない青少年と比べて、海外駐在員
としての適性に合致している度合いが高いかどうかを検証することである。調査は、ロサン
ゼルス及び日本居住の日本人の小中高校生の保護者に対して、質問紙を用いた構造化インタ
ビューを行った（合計 91 名、うち米国 48 名、日本 43 名）。分析手法は、日本在住の青少
年を海外旅行経験の有無で 2つに分け、全体で 3グループ①海外在住、②日本在住（海外
旅行経験なし）、③日本在住（海外旅行経験あり）を作り、主因子分析、信頼性分析、差の
検定を行った。その結果、①と③では3因子いずれにも有意な差が見られなかった。一方で、
①と②及び②と③の比較では統計的に有意な差が見られた。この結果から、青少年期の海外
経験は短期間でも、海外駐在員に必要な適性と関連性がある可能性があることがわかった。
1.　はじめに
　本研究の目的は、海外経験のある青少年は、海外経験のない青少年と比べて、海外駐在員
としての適性に合致している度合いが高いかどうかを検証することである。
　ビジネスのグローバル化に伴い、企業規模にかかわらず、多くの企業が海外とのビジネス
を行っている。そして、企業がグローバルなビジネス環境で成功するためには、その企業の
リーダーの存在が鍵となる。それゆえ、企業において国際的な視野で業務を行う人材に対す
る需要は高まっている。
　スプレーザーら（Spreitzer, et al., 1997）は、国際的な規模で業務を行う管理職をインター
ナショナル・エグゼクティブ“international executive”と呼び、その業務は海外駐在である
場合もあれば、国際的な事象を扱う業務といったもっと一般的な業務を指す場合もあると述
べている。
　しかしながら、本稿では、母国から海外の支社に管理職として派遣される海外駐在員に調
査範囲を絞った。海外駐在員とは、国際業務に従事するために母国から一定期間派遣される
管理職である（Snell & Bohlander, 2013, p 657）。海外駐在員だけを選んだ理由は、海外駐
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在員は古い海外派遣形態でありながら、今でもその重要性が衰えていないからである。スネ
イルら（Snell & Bohlander, 2013, p 657）によると、国際業務の責任者として、海外駐在員
（expatriates）だけなく、現地での採用者（host-country nationals）や第三国出身者（third-
country nationals）など選出方法は多様化している。しかしながら、どんな企業でも海外進
出の初期段階では、本国の組織の知識と経験を持っている海外駐在員を派遣することが一般
的である。加えて、国際業務の担当者の中でも、海外駐在員は現地で母国の本社の代表とし
てリーダーシップを発揮しなければならない。なぜなら、母国に住みながら、他国出身の同
僚と一緒に働いたり、他国の顧客に対応したりしている国際業務担当者と比べて、海外駐在
員は、母国からの支援を受ける機会が少なく、駐在期間中ずっと母国とは異なる環境で業務
を行うという困難な役割であるからである。その結果として、海外駐在員は、学術的にも、
実務的にも注目され続けている。
　海外駐在員が派遣先で成功するためには、業務の専門能力や知識だけでなく、派遣国のビ
ジネス環境に適応することが重要である（Snell & Bohlander, 2013, p 657）。従来は、海外
駐在員を選出する際に、母国内のみの専門能力や知識を基に選抜を行っている企業が多かっ
た。しかし、近年では、母国の業務で成功している職員が、駐在先の国の業務で成功すると
は限らないことは、海外駐在員の早期帰国などの失敗の報告などにより明らかになり、海外
駐在員としての適性を別に備えている必要があることがわかってきた。それゆえ、企業はそ
れらの適性を身につけさせるための研修を行っている。しかしながら、これらの海外派遣前
研修の効果は明らかではない。それゆえ、企業の中には、そもそも海外駐在員の適性を持っ
ている個人を候補者として選考しようという動きがある。
　海外駐在員の適性を持ち備えているとして注目されるのは、海外経験のある青少年であ
る。日本では、「親の仕事上の都合で海外へ行き、青少年期のかなりの時期を異文化の中で
過ごした子供たち」（長峰，2012）は、一般的に「帰国子女」と呼ばれている。そして、企
業や学校は、彼ら彼女らを、高い語学力とグローバルなマインドセットを持っているとみな
して、積極的に入学や採用をしている（海外子女教育振興財団，2012）。日本政府も、グロー
バル人材の育成と活用を掲げ、海外留学の促進を後押ししている。加えて、グローバル「人
材を育成する上では、比較的若いうち（10 ～ 30 歳代まで）に留学や在外経験をした上で、
（大学・大学院や職場での）更なる研鑽を積むという経路が有効であることは否定しがたい」
と、青少年期の海外経験とグローバル人材育成とは関係があると考えられていることがわか
る（グローバル人材育成推進会議，2012）。
　しかし、青少年期の海外経験と海外駐在員としての適性との関係を明らかにした研究蓄積
は乏しい。本調査は、「海外経験のある青少年は、海外経験のない青少年と比較して、海外
駐在員としての適性を有しているのかどうか」という問題意識に基づき、「青少年期の海外
経験」と「海外駐在員としての適性」の 2つの関係を検証することを目的としている。両者
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の関係が明らかになれば、企業が海外駐在員候補を選定する際に有用な情報となり得る。な
ぜなら、企業はそもそも海外駐在員の適性を持っている個人を海外派遣する方が、ビジネス
が成功する確率が高まるからである。加えて、この海外駐在員としての適性を持っている個
人に関して、カリギイウリー（Caligiuri, 2006）は、成功する海外駐在員は、いくつかの共
通の能力や性格を有しており、かつその共通の能力や性格を有している個人は、海外駐在員
を育成する研修においても大きな成長を見せると述べている。なお、本調査で検討する海外
駐在員の適性は、測定が容易で自明な「語学力」を除いた、一般的に「グローバルな感覚」
と言われている外向性や情緒安定性などの性格と国際業務への志向性のみを対象とする。
2.　先行研究レビュー
2-1.　国際的な視野で業務を行う管理職の定義と必要なスキル・適性
　まず、本稿の調査対象である「国際的な視野で業務を行う管理職」もしくは更に範囲を
絞った「海外駐在員」を定義し、それらの職務に必要なスキルや適性を述べている 7つの先
行文献を見ていく。
　前述の通り、スプレーザーら（Spreitzer, et al., 1997）は、国際的な視野で業務を行う管
理職をインターナショナル・エグゼクティブ（international executive）と呼び、その業務は
海外駐在である場合もあれば、国際的な事象を扱う業務といった、もっと一般的な業務を指
す場合もあると述べている。また、グローバルな環境で成功するための重要な予見要件とし
て、経験から学ぶことができる性格をあげている。これは、自分の価値観以外のことを受け
入れることができるオープンな性格を指している。
　スネイルら（Snell & Bohlander, 2013, p 664）は、国際的な視野で業務を行う管理職をグ
ローバルマネージャー（global manager）と呼んでいる。そして、グローバルマネージャー
が海外で成功するための決定要素として、コアスキル（core skills）と海外駐在員の成功を
促進するアグメントスキル（augment skills）をあげている（表 1）。
　カリギイウリ （ーCaligiuri, 2006）は、国際的な視野で業務を行う管理職をグローバルリー
ダーズ（global leaders）と呼び、その業務は、ビジネスを海外進出させたり、グローバル
戦略を策定したり、地理的に散らばった多様なチームを統率したりすることと述べている。
加えて、グローバルリーダーズがこれらの業務で成功するためには、（表 1）に挙げた知識
と能力、性格などが必要であると述べている（Caligiuri, 2006）。
　また、グローバル人材育成推進会議（グローバル人材育成推進会議，2012）は、以下の
ように述べている。「グローバル人材の概念を整理すると、概ね、以下のような要素が含ま
れるものと考えられる　要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力
要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」
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　セルマーら（Selmer & Lam, 2004）は、業務の成功確率を上げるためには、海外駐在員
は派遣国の生活とビジネス形態に備える必要があると述べている。また、海外駐在員には柔
軟性と順応性が求められ、異文化適応力が不可欠であると述べている。
　パーミュッタ （ーPermutter, 1969）は、国際的な視野で業務を行う管理職であるインター
ナショナル・キャリア（international career）が成功するためには、家族の異文化適応力が
重要だと述べている。また、現地の言語を学んだり、異なる文化の価値観を受け入れたりし
なければならないと述べている。
　モル（Mol, 2005）は、海外駐在員の成功の予見要素を以下のようにあげている。それらは、
外向性、情緒安定性、愛想のよさ、誠実さ、文化に対する繊細さ、派遣国の言語能力、母国
と異なる価値観を受け入れられる柔軟性、曖昧さに対する寛容さ、自尊心、リーダーシップ、
社交性、人への興味である。
　以上の先行文献をまとめると、国際的な視野で業務を行う管理職は、インターナショナ
ル・エグゼクティブ、グローバルマネージャー、グローバルリーダーズ、グローバル人材な
どと呼ばれている。また、居住地は母国と海外の両方のケースがあるが、彼ら彼女らの業務
は、ビジネスを海外進出させたり、グローバル戦略を策定したり、地理的に散らばった多様
なチームを統率したりすることである。加えて、国際的な視野で業務を行うためには、国内
業務と同様の能力（意思決定力、交渉力、技術力など）に加えて、異文化適応力（語学力、
異なる価値観を受け入れる能力など）や特定の性格（主体性、外向性、愛想の良さなど）が
必要であることがわかる。
2-2.　海外駐在員の選出基準
　上記のように、海外駐在員が成功するためには、国内業務と同様の能力の他に、国際業務
独自の能力や特定の性格が必要である。それゆえ、海外駐在員候補者向けの異文化研修を
表 1　海外駐在員、グローバルリーダーに必要な知識、能力、性格
コアスキル
Core Skills
アグメントスキル
Augment Skills
経験 技術力
意思決定力 交渉力
機知に富んでいる 戦略的思考
適応性 権限委譲能力
文化に対する敏感さ 変革管理能力
チームビルディング力
成熟
（出所）　（Snell & Bohlander, 2013）を基に筆者作成
知識 異文化に関する知識
国際業務に関する知識
能力 語学力
異文化コミュニケーション能力
認知能力
性格 外向性、情緒安定性、愛想のよさ、
誠実さ、柔軟性
（出所）　（Caligiuri, 2006）を基に筆者作成
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行っている企業も多い。一方で、成功する海外駐在員を一から組織内で育てるのではなく、
そもそも海外駐在員の適性を持っている個人を選出しようという動きもある。
　カリギイウリー（Caligiuri, 2006）は、適切な海外駐在員を選出することの重要性を以下
のように述べている。
グローバルリーダーが成功するために必要な知識と能力、性格のうち、性格は相対的に
研修で変化しにくい。もし企業が海外駐在員に必要な性格を持ち合わせていない候補者
を選んだ場合、グローバルリーダーに育成するまでに非常に多くのコストと時間がかか
るだろう。したがって、成功するグローバルリーダーに必要な性格を持ち合わせている
個人を選出することは、とても重要である。加えて、グローバルリーダーのための研修
の効果も、個人の持っている性格によって異なる。もっとも研修に効果が現れるのは、
海外駐在員に必要な性格のうち受容性（openness）を持ち合わせている個人である。こ
のことからも、企業は必要な性格を持ち合わせている個人を海外駐在員として選出すべ
きであることがわかる。（日本語の訳は引用者による）
　また、スネイルら（Snell & Bohlander, 2013, p 665）は、海外駐在員選出の最初のステッ
プは自薦にすべきだと述べている。その理由は、海外勤務を希望している従業員を派遣する
方が、勤務地での成功の確率が上がるからである。
　以上から、海外の業務を成功させるためには、適性を持っている個人を選出することが重
要であり、適性の一つとして自らが海外勤務を志望していることがある。そこで、本調査で
は、海外駐在員に必要な能力と特定の性格に加えて、海外駐在を志望しているかを加えた質
問票を使用した。
2-3.　青少年期の海外経験
　日本の先行文献では、海外居住経験のある青少年の研究は、教育学や心理学の分野で、彼
ら彼女らがどのように日本の教育システムに適応していくかというものが多く、青少年期の
海外経験をビジネスの観点から研究したものはほとんどない。海外の文献でも入社前の海外
経験と国際業務における成功に関する研究蓄積は乏しい（Ferraro & Briody, 2013）。
　セルマーら（Selmer & Lam, 2004）は、香港とイギリスに住む青少年を対象に調査を行っ
た。そして、青少年期に海外経験のある個人は、「国際的であること」、「国際間の移動を好む」
点において、はっきりとした特徴をもっており、その結果として、彼ら彼女らは将来成功す
る海外駐在員になる可能性があると述べている。
　また、ウィークスら（Weeks et al., 2010）は、海外駐在員の子供たちへのインタビュー
を通じて、青少年の異文化適応方法は、大人とは異なるところがあると述べている。具体的
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には、青少年は大人よりも友達を作ることや学校生活に適応することを重要視しているた
め、異文化や自分と異なる見方を持つ個人を受け入れる許容／対応力（open-minded）を身
についていると述べている。
　上記の文献から、青少年は海外経験を通じて、「国際的であること」、「国際間の移動を好
むこと」、自分と異なる見方を持つ個人を受け入れる方法を身につけると考えられる。
　しかしながら、上記のセルマーら（Selmer & Lam, 2004）の研究は、香港とイギリスと
いう両方とも多国籍・多民族の地域を調査対象にしていた。したがって、調査地を多国籍・
多民族の地域とそうではない日本に変更した場合、違った結果がでるかもしれない。また上
記のセルマーとウィークスの先行文献は、ともに長期間の海外経験のみを調査対象としてい
る。しかし、筆者の調査では、短期間の海外経験と長期間の海外経験との相違も検証したい
と考え、短期間の海外旅行経験（1回あたりの海外滞在期間が 1ヶ月未満）の有無を質問票
の属性に追加した。
3.　分析の枠組み
　先行文献レビューの結果、以下の観点で調査を行っていくこととする。①海外居住経験の
ある青少年と海外駐在員の適性との関係を明らかにしたセルマーら（Selmer & Lam, 
2004）の先行研究の枠組みを基にして、②国際的な視野で業務を行う管理職のうち海外駐
在員のみを対象にし、③海外駐在員の適性のうち、国際業務に対する志向と異文化適応力、
特定の性格を対象として、④多国籍・多民族が住み日本人がマイノリティであるロサンゼル
スと、日本人が住人のマジョリティを占める東京に住む日本人の小中高校生を対象に調査を
行う。
3-1.　リサーチクエスチョン
RQ1 海外居住の青少年は、日本居住の青少年よりも国際的な業務に対する志望が強いか
RQ2 海外居住の青少年は、日本居住の青少年よりも異文化受容性があるか
RQ3 海外居住の青少年は、日本居住の青少年と異なる特定の性格を持っているか
3-2.　研究方法概要
　本調査で海外経験のある青少年と海外駐在員の適性との関係を見るために、質問紙を用い
た構造化インタビューを行った。対象は、ロサンゼルスに住む日本人の小中高校生と、東京
に住んでいる日本人の小中高校生の 2サンプルである（サンプル合計 91 名）。このサンプ
ルを選んだ理由は、まず調査時点で海外に居住している青少年を調査対象とすることで、海
外経験の影響を正確に調査できるからである。加えて、ロサンゼルスは白人、黒人、ヒスパ
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ニック、アジアなど他国籍多民族が住んでいる都市であり、特定の民族や文化がマジョリ
ティを占める地よりも、調査対象者の異文化に対する意識が偏らないと考えたからである。
なお、インタビューは、小中高校生本人ではなく、保護者に実施した。この理由の 1つは、
ロサンゼルスの調査対象者が通う日本語補習校が児童生徒に実施する調査を禁止していたか
らだ。もう 1つの理由は、（筆者と知り合いである）保護者なら確実に回答をしてくれ、か
つインタビューにも対応してもらえるからである。加えて、上記の調査で発見された事象を
補完するために、インタビュー結果による考察も行った。
3-3.　研究対象
　調査は、ロサンゼルス居住の日本国籍を持つ小中高校生と、日本居住の日本国籍を持つ小
中高校生の 2つのサンプルで行った。具体的には、ロサンゼルス日本語補習校の在校生の保
護者から、日本のサンプルは東京都内の小中高校生の保護者から回収した。調査から除外し
たサンプルは、ロサンゼルスのサンプルでは、海外居住経験が短い（1年未満）もしくは日
本に居住したことのない個人、日本のサンプルでは、過去に海外居住経験があるもしくは常
に異文化に触れていると考えられる保護者が外国籍の個人である。
3-4.　研究過程（データ収集とデータ分析）
　質問票は、セルマーら（Selmer & Lam, 2004）のものを元とした。セルマーらは、国際
的であることの意識について 32 問と国際間移動に対する意識について 34 問を使用した。
本調査では、これらの質問項目のうち、信頼性分析で集約された設問を選び、国際的である
ことの意識 12 問、国際間移動に対する意識 4問の質問票を使用した。質問項目を減らした
理由は、調査協力者の負担を軽減するためである。なぜなら、先行研究では質問票調査のみ
だったが、本調査では、それぞれの質問に関する自由意見を拾えるよう構造化インタビュー
を実施するため、質問項目を減らさないと調査協力者の負担が重くなる可能性があったから
である。質問票の選択肢は、5を「とてもそう思う」、4を「そう思う」、3を「どちらとも
いえない」、2を「あまりそう思わない」、1を「全くそう思わない」とする 5段階のリッカー
表 2　調査対象者の構成
居住地
有効回答数 男 女 平均年齢 海外の平均居住期間 海外経験あり
（構成比％） （構成比％） （標準偏差） （年） （構成比％）
ロサンゼルス
48
（100％）
16
（33％）
32
（67％）
10.0
（3.0）
7.3年 ─
日本
43
（100％）
22
（51％）
21
（49％）
10.9
（3.2）
─
15
（36％）
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ト尺度を用い、設問ごとに自由記入欄を設け、インタビュー結果を記入した。
　調査名：「海外居住の青少年の性格と職業観に関する調査」
　　　　　「日本居住の青少年の性格と職業観に関する調査」
　調査日：ロサンゼルスでの調査は 2013 年 1 月から 2月、
　　　　　日本での調査は 2013 年 5 月から 9月
　調査方法：構造化インタビューを実施。
　　　　　　結果を記述統計、信頼性分析、主因子分析を実施しRQを検討。
4.　分析結果
　本調査における特徴的な性格や志向、将来の職業観に関する質問に対して主因子法による
因子分析を行った（プロマックス回転（5回）後の因子負荷量の絶対値 0.45 以上の項目を
採用した）。その結果、今回の調査に用いた海外駐在員に必要と思われる性格と志向、将来
の職業観に関する質問は、3つの因子に分かれた（表 3）。第 1の因子は、「仕事」というキー
ワードが共有されており、これを「国際業務への志向」と名づけた。第 2の因子は、異文化
に興味を持っている、海外旅行をしたいなどを含んでおり「異文化の受容性」と名づけた。
表 3　調査質問の認知因子分析
因　　　子
国際業務への志向 異文化の受容性 特定の性格
二カ国語以上を使う仕事をしたい .923 -.054 .072
海外転居のある仕事をしたい .860 -.159 -.004
海外出張のある仕事をしたい .804 -.012 -.070
他の国籍の人と一緒に仕事をしたい .787 .181 .104
異文化に興味を持っている .155 .741 -.072
海外旅行をしたい .181 .641 -.067
ストレスに強い（精神的に安定している）※ -.264 .539 .182
海外の国が好き .244 .533 -.105
社交的である -.012 .077 .724
チャレンジ精神、競争心がある .143 -.124 .666
決断力、自立心がある（自分で解決する） .049 -.180 .649
主体性：人前で発言するなど -.121 .325 .583
受容性：多様な人や状況に対する許容／対応力がある -.090 -.057 .634
自尊心：自分に自信がある .235 .308 .493
 ※信頼性分析の結果、削除した質問項目
（出所）　「海外居住の青少年の性格と職業観に関する調査」「日本居住の青少年の性格と職業観に関する調査」
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第 3の因子は、社交的であったり、チャレンジ精神であったりなど個人の特徴的な性格を表
しており、これを「特定の性格」と名づけた。
　因子分析の結果を受けて、各因子内の質問に対する信頼性分析（クロンバックのアルファ）
を行った。その結果、各因子の分析の信頼性を向上させるために、第 2因子の異文化の受容
性から「ストレスに強い（精神的に安定している）」を除いた。なお、各因子内の質問項目
の回答の統合方法は、因子ごとに質問数が異なるため、回答の平均値を使用した。
　ロサンゼルス居住の青少年と日本居住の青少年の 2つのグループで、各因子の仮説検定を
行った。その結果、ロサンゼルスと日本居住の青少年の回答において、3つすべての因子で
統計的に有意な差が見られなかった（表 4）。この結果から、ロサンゼルス居住の青少年と
日本居住の青少年は、「国際業務への志向」、「異文化の受容性」、「特定の性格」のすべてに
おいて差がないということができる。
　この結果は、セルマーら（Selmer & Lam, 2004）の結果とは異なる。セルマーらは、質
問票調査結果から 8つの因子（海外勤務志向、海外旅行志向、定住志向、外国語への興味、
異文化の受入、柔軟性、オープンマインド、他者の尊重と寛容）を抽出し、すべての因子で
海外居住経験のある青少年とそうではない青少年との間で統計的に有意な差を確認した。
　そこで、ロサンゼルス居住と日本居住の 2つの青少年グループで差が出なかった理由を探
るために、日本居住の青少年を海外旅行経験の有無によって分けて見てみた。具体的には、
①ロサンゼルス居住の青少年（n ＝ 48）、②日本居住で海外旅行経験のない青少年（n ＝
28）、③日本居住で海外旅行経験（1 回あたりの滞在期間が 1 ヶ月未満）がある青少年
（n＝ 15）、の 3つのグループに分けて、仮説検定を行った（表 5）。
　その結果、①ロサンゼルスと②日本居住（海外旅行なし）の青少年の回答では、3因子中
2つ「国際業務への志向（p＜ 1％）」と「異文化の受容性（p＜ 1％）」で統計的に有意な差
が確認された。次に、②日本居住（海外旅行あり）と③日本居住（海外旅行なし）の仮説検
定結果は、3つすべての因子「国際業務への志向（p＜ 1％）」、「異文化の受容性（p＜ 1％）」、
「特定の性格（p＜ 5％）」で統計的に有意な差が見られた。最後に、①ロサンゼルスと③日
本居住（海外旅行あり）の青少年の回答の仮説検定を行ったところ、3因子いずれにも有意
表 4　各因子の仮説検定結果（ロサンゼルス居住と日本居住の 2グループの比較）
分類
ロサンゼルス居住
（n＝ 48）
日本居住
（n＝ 43）
t 検定（両側）
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 p値 結果
国際業務への志向 3.48 0.69 3.23 0.96 0.174
異文化の受容性 3.94 0.75 3.64 0.87 0.093
特定の性格 3.68 0.74 3.59 0.68 0.577
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な差が見られなかった。
　この結果をもとに、当初のリサーチクエスチョンを検討すると、ロサンゼルス居住の青少
年と日本居住の青少年（全体）を比べた場合、「RQ1：海外居住の青少年は、日本居住の青
少年（全体）よりも国際的な業務に対する志向が強いか」、「RQ2：海外居住の青少年は、日
本居住の青少年（全体）よりも異文化受容性があるか」、「RQ3：海外居住の青少年は、日本
居住の青少年（全体）と異なる特定の性格を持っているか」のすべてが判明されなかった。
　しかしながら、「青少年の海外経験」に 1回の滞在期間 1ヶ月未満の海外旅行まで含める
と、RQ1 と RQ2 の事実が確認されたと考えられる。つまり、「RQ1：海外居住の青少年は、
（海外経験のない）日本居住の青少年よりも国際的な業務に対する志向が強い」、「RQ2：海
外居住の青少年は、（海外経験のない）日本居住の青少年よりも異文化受容性がある」とい
うことができる。
　上記のように、短期間の海外経験の有無によって、回答結果に差がでた理由について、イ
ンタビュー結果をもとに考察し補完していく。まず第 1の理由として、短期間の海外旅行で
も、自分が暮らしている世界とは「異なる世界」が存在するということを認識できる可能性
表 5　各因子の仮設検定（日本居住の青少年を海外旅行の有無で分けた 3グループで比較）
分類
①ロサンゼルス
（n＝ 48）
②日本（海外旅行なし）
（n＝ 28）
t 検定（両側）
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 p値 結果
国際業務への志向 3.48 0.69 2.90 0.90 0.006 ＊＊
異文化の受容性 3.94 0.75 3.29 0.77 0.001 ＊＊
特定の性格 3.68 0.74 3.45 0.67 0.177
分類
②日本（海外旅行なし）
（n＝ 28）
③日本（海外旅行あり）
（n＝ 15）
t 検定（両側）
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 p値 結果
国際業務への志向 2.90 0.90 3.85 0.76 0.001 ＊＊
異文化の受容性 3.29 0.77 4.31 0.63 0.000 ＊＊
特定の性格 3.45 0.67 3.87 0.59 0.049 ＊
分類
①ロサンゼルス
（n＝ 48）
③日本（海外旅行あり）
（n＝ 15）
t 検定（両側）
平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 p値 結果
国際業務への志向 3.48 0.69 3.85 0.76 0.116
異文化の受容性 3.94 0.75 4.31 0.63 0.072
特定の性格 3.68 0.74 3.87 0.59 0.332
 （注）　＊＊は 1％水準、＊は 5％水準で有意を示す
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がある。それを示すコメントとしては、「オーストラリアのショッピングセンターに行った
時に、商品や陳列方法、規模が日本と違うと（息子が）驚いていた。スーパーマーケットは
お菓子売り場がすごく多いし、ジュース売り場も多かったので」（日本居住 14 歳男子の保
護者）などがある。したがって、たとえ短期間であっても、異文化を体験し影響を受けるこ
とは一定の効果があると考えた。
　第 2に、短期間の旅行でポジティブな印象を持った場合、海外や異文化に対して興味を持
つ発端となる可能性がある。たとえば「（娘は）区の派遣旅行でドイツのブレーメンに初め
ての海外旅行をした。そこでドイツがとても気に入ったようだ。ピアノなど音楽を習ってい
るので、将来はドイツ語を学びたいと言っている」（日本居住 15 歳女子の保護者）という
コメントがあった。すなわち、海外旅行によって異文化に一旦足を踏み入れれば、その後の
異文化に対する継続的な興味・関心・理解の契機となるのではないかと考えた。
　第 3に、青少年期の異文化接触は、成人期の接触よりも、異文化に対する心理的抵抗感が
低いことが考えられる。このことを示すコメントとして、日本居住 9歳男子の保護者の発言
を引用する。
ハワイで観光中、急にバスが動かなくなった。ドライバーの男性が焦って（私たちに）
何の情報も伝えず、違う車に乗ってどこかへ行ってしまった。大人たちはドライバーの
無責任さに驚いていた。しかし、息子は、おじさんは戻ってきた時、謝らずに笑ってい
たことに一番驚いていた。そして陽気なおじさんだと好意的な印象を持ったようだ（日
本居住 9歳男子の保護者）
　この保護者の発言は、異文化の人の態度に対する子供と保護者の見方の違いを象徴してい
る。急に観光バスが止まった時、保護者は客である自分たちに対し、「何の情報も伝えず、
違う車に乗ってどこかへ行ってしまった」ドライバーを「無責任」だと批判している。これ
は、日本であれば当然説明があるべきであり、このドライバーの態度はこの保護者が持って
いる社会的規範に反していると判断していることがわかる。一方で、「息子」はこのドライ
バーの陽気さに日本とは違う異文化を感じつつも「好意的な印象」を持っている。
　上記のような異文化と年齢とのかかわりについて、例えば井上（2002）は「文化的制約」
や「文化心理学」の視点が関係すると述べている。長く同じ文化の中で暮らしていると、そ
の社会で暮らしやすくなる一方で、その文化によって個人の認識が制限され、異なる文化で
の考え方や行動形式に違和感を感じ、時には異なる社会を否定する負の側面「文化的制約」
が発生する。この文化的制約を克服し、新しい文化へ適応する程度は、その個人の年齢や世
代、経験、生育環境などが深くかかわっていると述べている。したがって、短期間の海外旅
行でも、年齢が低いときは「文化的制約」を破ることが容易であると考えられる。
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5.　考察
　今回の調査の発見事項は、筆者にとって予想外のものであった。なぜなら当初は、ロサン
ゼルスに住む日本人の小中高校生と東京に住んでいる日本人の小中高校生では、海外駐在員
としての適性に違いがあると想定していたからである。そもそも本調査は、筆者の人生初め
ての海外生活で出会った、海外居住の日本人青少年への興味が発端となっている。我が子も
通う日本語補習校の授業参観で見聞きした、海外居住の日本人青少年の「将来の職業観」は、
日本の小学校で見聞きしたものと異なっていた。海外居住の青少年は「日本とアメリカの架
け橋となる仕事をしたい」や「英語と日本語の両方を使う仕事につきたい」と、自分の置か
れた状況や語学力などを考慮に入れたものであった。一方で、日本居住の小学生は、国境を
越えるという発想のあるものはなかった。そこで、筆者は、海外居住の青少年は、日本居住
の青少年よりも、海外駐在員としての適性を持っているのではないかいう仮説を立てた。し
かし、結果は、セルマーら（Selmer & Lam, 2004）の先行研究と異なり、両者（海外居住
と日本居住の青少年）に違いが見られなかった。すなわち、ロサンゼルス居住の青少年と日
本居住の青少年（全体）を比べた場合、「RQ1：海外居住の青少年は、日本居住の青少年（全
体）よりも国際的な業務に対する志向が強いか」、「RQ2：海外居住の青少年は、日本居住の
青少年（全体）よりも異文化受容性があるか」、「RQ3　海外居住の青少年は、日本居住の青
少年（全体）と異なる特定の性格を持っているか」のすべてが確認されなかった。
　しかしながら、本調査で興味深い発見ができた。それは、「青少年の海外経験」が、海外
居住経験でなくても、短期間（1回の滞在期間 1ヶ月未満）の海外旅行でも、青少年の意識
に同様の傾向が見られ、短期間でも海外経験のある青少年と一度も海外経験をしたことのな
い青少年を比べると、異なる傾向が見られたことである。具体的には、①ロサンゼルスと②
日本居住（海外旅行なし）の青少年の回答では、3因子中 2つ「国際業務への志向（p〈1％）」
と「異文化の受容性（p＜ 1％）」で統計的に有意な差が確認された。次に、②日本居住（海
外旅行あり）と③日本居住（海外旅行なし）の仮説検定結果は、3つすべての因子「国際業
務への志向（p＜ 1％）」、「異文化の受容性（p＜ 1％）」、「特定の性格（p＜ 5％）」で統計
的に有意な差が見られた。最後に、①ロサンゼルスと③日本居住（海外旅行あり）の青少年
の回答の仮説検定を行ったところ、3因子いずれにも有意な差が見られなかった。
6.　結論と調査の限界、今後の課題
　本調査結果は、学術的にも、実務的にも意義がある。まず、学術的には、青少年期の海外
経験と異文化の受容性や海外駐在員としての適性との関係に新たな発見があったことであ
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る。これまで、青少年期の海外経験と異文化の受容性もしくは海外駐在員の適性との関係の
研究では、「海外経験」は海外居住経験のみが扱われており、短期間のいわゆる海外旅行は
見落とされていた。例えば、セルマーら（Selmer & Lam, 2004）もウィークスら（Weeks 
et al., 2010）も、海外居住経験のある青少年を対象に調査を行っている。したがって、本調
査では、海外経験と異文化の受容性もしくは海外駐在員の適性との関係性に新たな領域を見
出したと考えることができる。次に、本調査の結果は、実務上も意義がある。なぜなら、組
織は海外駐在員の候補者のプールを拡大することができるからである。海外居住経験のある
青少年の数は増えてきたとはいえ、未だに全体の 1％にも満たない。いくら青少年期に海外
居住経験のある個人が、海外駐在員としての適性を有していることがわかっても、その個人
を確保することは組織にとって困難である。しかしながら、海外経験を短期間の海外旅行ま
で含めると、海外駐在員の候補者は全体のおよそ 10％になる。組織にとっては、より多く
の選択肢から、海外駐在員候補者を選出することができるようになる。
　今回の調査では、いくつかの課題があった。具体的には、調査回答者が青少年本人ではな
く保護者であること、質問票で家計の属性（収入や学歴など）の事実が把握できていないこ
と、本調査の 3つの因子（国際業務への志向、異文化の受容性、特定の性格）が海外駐在員
の適性の一部しか満たしていないことなどである。今後の調査では、上記の限界を解消しな
がら、青少年期の海外旅行経験と海外駐在員の適性の関連性をより精緻に研究していきたい。
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